
2015年1月16日
楽読

（ラクヨミ）

原油安の恩恵を受けるインド

Ｖｏｌ.910

～中央銀行は緊急利下げを実施

インド準備銀行（中央銀行）は、15日に臨時の金融政策決定会合を開催、政策金利であるレポ金利の引き下げ

（8.00%→7.75%）を決定し、即日実施しました。2013年5月以来となる利下げを実施した主な背景として、足元

の原油安に伴ない国内の物価上昇圧力が緩和したことが挙げられます。想定外のタイミングでの利下げが、インの原油安に伴ない国内の物価上昇圧力が緩和したことが挙げられます。想定外のタイミングでの利下げが、イン

ドの経済成長を後押しするとの期待が高まり、15日の同国株式市場およびインドルピーは共に上昇しました。

現中央銀行総裁であるラジャン氏は、2013年9月の就任以降、高水準で推移する物価上昇（インフレ）率への

対応として、段階的に利上げを実施し、政府と足並みを揃えながらインフレ抑制に取り組んできました。そして、こ

こ半年は食品価格が低下傾向だったことに加え、足元の原油安に伴ないインフレ圧力が大幅に後退したこともあ

り、ここ3ヵ月、中央銀行が2016年1月の目標とする6％を下回り推移しました。これにより、利下げ余地が生まれ、

ラジャン総裁は就任後初の利下げに踏み切りました。なお原油安は、ロシアや中東など産油国の経済を直撃し

ていますが、原油を輸入に頼るインドにとっては追い風となっており、昨年10月には、政府が軽油の価格統制を

撤廃し、統制価格の維持に充ててきた補助金を削減しました。更に、11月には燃料税の引き上げを実施しており、

政府は、原油安の恩恵を受け、財政再建を目的とした新たな経済改革を打ち出すことが可能となったと考えられ

ます。

市場では追加利下げを予想する声もあり、中央銀行の金融緩和に対する積極的な姿勢が、新たな需要の創出

やインフラプロジェクトなどへの投資拡大に繋がると期待されます。また、原油安という市場環境の変化は、双子

の赤字の改善にも繋がるとみられ 経済改革を推し進める政府と インフレ抑制に立ち向か てきた中央銀行の
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*消費者物価指数は2014年12月まで *株式については、2014年1月1日を100として指数化

の赤字の改善にも繋がるとみられ、経済改革を推し進める政府と、インフレ抑制に立ち向かってきた中央銀行の

両者に恩恵をもたらすことから、引き続きインド経済が、世界の投資家の注目を集めると見込まれます。
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（信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成）
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※インド株式：S&PムンバイSENSEX指数（円換算ベース）
アジア株式：MSCI AC アジア指数（円換算ベース、日本除く）

■当資料は、日興アセットマネジメントが市況等についてお伝えすることを目的として作成したものであり、特定ファンドの勧誘
資料ではありません。また、弊社ファンドの運用に何等影響を与えるものではありません。なお、掲載されている見解は当資料
作成時点のものであり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。■投資信託は、値動きのある資産（外貨建
資産には為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は変動します。したがって、元金を割り込むことが
あります。投資信託の申込み・保有・換金時には、費用をご負担いただく場合があります。詳しくは、投資信託説明書（交付
目論見書）をご覧ください。 1/11/1

※上記は過去のものであり、将来を約束するものではありません。


